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検討項目

免震建築物の基準の整備に資する検討

1. 免震建築物の設計用層せん断力係数の評価
・各種免震材料を用いた免震建築物の実情調査
・免震建築物の地震応答解析
・設計用層せん断力係数に関する提案

２．免震部材のエネルギー吸収性能評価手法の検討
・各種免震部材のエネルギー吸収特性
・免震部材のエネルギー吸収特性評価手法の提案
・性能評価法技術基準に関する提案

３．四号建築物用免震材料の技術基準の検討等
・四号建築物用免震材料の技術基準のための課題
・四号建築物用免震材料の技術基準に関する提案

４．今後の課題
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免震構造物の設計用層せん断力係数の評価

各種免震材料を用いた免震建築物の実情調査

ⅰ）免震建築物全体概要調査
■調査目的
設計用層せん断力検討用建物・免震層モデル
諸元・パラメータ設定の基とする

■調査対象
2005年、2006年のビルディングレター掲載案件、他（72件）

上部構造

免震層

入力地震動

免震建築物の基準の整備に資する検討

■調査項目
・建物特性

（階数・軒高・構造種別、固有周期、
減衰、層せん断力係数、など）

・免震層特性
（支承・ダンパー種別、免震周期、
復元力モデルなど）

・応答値（変形、層せん断力係数、など）
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と応答増幅率の関係ⅱ）設計例の詳細調査

実設計例における層せん断力係数の高さ方向分布を調査
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免震構造物の設計用層せん断力係数の評価

免震建築物の地震応答解析（１）

解析モデルと解析パラメータ

■解析モデル
・せん断形多質点系モデル
・上部構造：

線形、h1=0.02, 0.03
剛性分布：台形

・免震層：
Bi-linear形復元力特性

■解析パラメータ
・上部構造階数・剛性 (7F・14F、剛性3ケース)
・免震層復元力特性

免震周期 (T2=2.5, 4.0, 6.0sec)
降伏せん断力係数 (αy=0.03, 0.05, 0.07, 0.10)
降伏変位 (de=0.1, 1.0, 3.0cm)

■入力地震動：告示スペクトル

免震建築物の基準の整備に資する検討
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免震構造物の設計用層せん断力係数の評価

免震建築物の地震応答解析（２）

応答解析結果ー２（層せん断力係数）

免震建築物の基準の整備に資する検討

降伏せん断力係数が大きく降伏変位が小さいほど、上部構造での増幅が大きく、
告示計算結果との差が大きい

上部構造の周期が短いモデルでは上部構造の増幅が小さい

降伏せん断力係数0.03の場合

（例）14層建物モデル・免震周期4.0secの場合

降伏せん断力係数0.05の場合
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免震構造物の設計用層せん断力係数の評価

免震建築物の地震応答解析（３）

応答解析結果ー３（層せん断力係数比＝応答値／告示計算結果）

免震建築物の基準の整備に資する検討

降伏せん断力係数0.03の場合

（例）14層建物モデル・免震周期4.0secの場合

降伏せん断力係数0.05の場合

降伏変形
1.0cm

降伏変形
3.0cm

降伏変形
1.0cm

降伏変形
3.0cm

層せん断力係数の傾向と同様

層せん断力係数比は上層階で2.0～3.0程度にまで達している
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免震構造物の設計用層せん断力係数の評価

免震建築物の地震応答解析（４）

応答解析結果の分析ー１（層せん断力係数比の分布）

免震建築物の基準の整備に資する検討
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ただし、層せん断力係数比には現行告示法の特性の影響も含まれるため、今後こ
れらの影響を考慮した設定法を検討する必要がある。
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免震構造物の設計用層せん断力係数の評価

免震建築物の地震応答解析（５）

応答解析結果の分析ー２（層せん断力係数比の分布－２）

免震建築物の基準の整備に資する検討
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非線形係数NLを定義する
履歴曲線と外接長方形

NL=A1/A2
A1：履歴曲線の面積
A2：履歴曲線外接長方形

の面積（下図）
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非線形係数NLと層せん断力係数比の関係
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免震構造物の設計用層せん断力係数の評価

免震建築物の地震応答解析（６）

応答解析結果の分析ー３（高次振動モードの分析）

免震建築物の基準の整備に資する検討
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[ 分析１ ]
帯域フィルターによる
高次振動モードの分離

[ 分析２ ]
主成分分析による振動
モードの分析

[ 分析３ ]
均質せん断棒モデルの
理論解による検討
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免震部材のエネルギー吸収性能評価手法の検討

各種免震部材のエネルギー吸収特性

免震建築物の基準の整備に資する検討

免震部材のエネルギー吸収性能の調査結果を示した。

エネルギー吸収性能に関する評価や実験を実施していくことが不可欠。
特に、長周期地震動への対応も含めた実大・実速度での多数回繰り返し変形試験
の実施が必要。
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免震部材のエネルギー吸収性能評価手法の検討

免震部材のエネルギー吸収特性評価手法の提案

免震建築物の基準の整備に資する検討

免震部材に対する加振振幅や加振周期に対応する限界性能曲線に基づきエネル
ギー吸収性能を評価する方法を提案した。

地震入力エネルギーとしてVE=300～400cm/sを想定した場合には、累積塑性変形
量として少なくとも20～30m以上の変形能力（エネルギー吸収性能）の確保が必
要。
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四号建築物用免震材料の技術基準の検討等

四号建築物用免震材料の技術基準のための課題

免震建築物の基準の整備に資する検討

1. 地盤調査の方法とその調査項目

2. 地盤の支持力に応じ下部構造の仕様を規定

3. 液状化の判定を行うための必要な情報収集

4. 地震応答性状の確認

5. 地盤増幅と地表面スペクトルの決定

6. 免震架台の構造

7. 高さ方向のアスペクト比など

8. 必要なクリアランスと落下・挟まれ防止

9. 維持管理の方法
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四号建築物用免震材料の技術基準の検討等

四号建築物用免震材料の技術基準に関する提案等

免震建築物の基準の整備に資する検討

四号・小規模免震建築物の基本的な仕様を検討した。

今回の仕様は四号建築物のうち、最も多く使用される木造を対象に案を纏めた。

上部構造

免震架台

免震装置

基礎構造

地盤

四号免震建築物実現に関する具体的提案として以下の
各項目別に仕様を整理した。

(1) 免震構造としての目標性能
層せん断力係数、限界変位など

(2) 上部構造
構造種別（木造）、形状制限など

(3) 免震架台
RC造のマットとする

(4) 免震材料（装置）
配置・組合せのルールを申請者が定める

(5) 下部（基礎）構造・地盤
べた基礎とする
地盤調査により支持力・Tg・地盤種別を確認
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今後の課題（１）

免震建築物の基準の整備に資する検討

1. 免震建築物の設計用層せん断力係数の評価
・復元力特性がバイリニア以外の免震システムに対する方法論構築

・転倒モーメントなど関連する事項との整合性検討

2. 免震部材のエネルギー吸収性能評価手法の検討
・免震部材の性能評価試験の実施

各種試験条件の試験、縮小試験体の適用条件明確化、

地震応答波・風応答波に対する性能評価試験

・実大試験の実施
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今後の課題（２）

免震建築物の基準の整備に資する検討

3. 四号建築物用免震材料の技術基準の検討等
・免震材料、上部構造、架台、基礎、地盤をまとめて免震システムとし

て評価するための詳細検討

・四号免震建築物あるいは小規模免震建築物として、評価できるように

するための詳細検討

・地盤周期Gsに応じた地表面スペクトルの提示

・地盤支持力と液状化判定及び応答スペクトル値を定めるために必要な

地盤調査の項目の提示

・地盤状況の把握のための公的な地盤マップなどの整備
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今後の課題（３）

免震建築物の基準の整備に資する検討

4. その他の課題
・長周期地震動に対する免震建築物・免震材料に関する特性評価等

長周期地震動に対する免震層の応答変位、免震材料の消費エネルギー等

を評価し、免震材料の保有エネルギー確認のための評価法・試験方法等

を提示

・第6の構造計算法における粘性ダンパーを適正に評価する方法の提示

・強風時・暴風時に対する免震建築物・免震材料に関する特性評価等

高層免震建築物等に対する強風時・暴風時の建築物の応答性状検討し、

免震材料の消費エネルギー等を評価し、免震材料の保有エネルギー確認

のための評価法・試験方法等を提示
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